令和８年度「海外知財訴訟費用保険制度」の事務取扱について


１．事務上の留意点
　
＊基本的には他の保険制度の取り扱いに準ずる形になります。
	
（１）本制度は全国連が契約者となり、都道府県連傘下商工会の会員事業者が被保険者となる団体保険制度です。制度概要については、下記の特許庁のホームページをご覧ください。
https://www.jpo.go.jp/support/chusho/shien_sosyou_hoken.html

（２）本制度の各保険会社パンフレットについては、各地域の取扱損保会社に直接ご請求ください。
 
（３）各県連・商工会には基本的に、員外加入のチェックを除き、加入、変更、解約、加入
者管理等の事務負担は有りません。保険会社の代理店が、パンフレットや申込書を持参の上、会員事業者へ内容の説明、契約手続、さらには補助金に係る書類等の徴求についても行います。


 
２．商工会で行う業務内容

＊商工会には基本的に、員外加入のチェックを除き、加入、変更、解約、加入者管理等の事務負担は有りません。保険会社の代理店が、補助金に係る書類等の徴求を含め必要な手続を行います。

（１）会員への制度周知
　　一般の制度よりも有利な制度であることも含め、商工会にパンフレットを置く等、必要に応じて制度周知をお願いします。

（２）加入希望者の問合せ対応
　　加入希望者から電話等で制度内容に関する問い合わせがあった場合には、保険会社・代理店から説明する旨回答し、相対の保険会社・代理店に対応を依頼してください。

（３）パンフレットの整備
　　各社パンフレットが必要な場合は直接代理店・保険会社に必要部数をご連絡ください。
なお、PDF版を商工会ネットワークおよび本会ホームページに掲示します。

（４）加入者からの問合せ対応等
　　加入者からの届出事項変更や契約内容の変更については、担当代理店が対応します。
　また、商工会へ問合せがあった場合や不明な点についても、保険会社・代理店にお問合わせください。

（５）その他
　　本制度については、制度普及費はありません。
